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本論文は，最近の社会的ニーズに対応した交通プロジェクト評価に関する実務的要請を

整理した上で，既存の評価手法の特徴と課題を示し，その課題を克服でき，かつ実務的要

請に答えることができる新たな実用的効果計測手法の提案を行うことを目的としている．

さらに，提案した手法を首都圏の交通施設整備プロジェクトに適用した実証例を示し，実

証的な枠組みを提示している． 

 第１章では，交通プロジェクト評価における最近の実務的要請としては，特に，アウト

プット項目の多様性，情報公開に対応した信頼性，効果計測の簡便性の３点を満たすこと

が重要視されていることを指摘し，それぞれを次のように整理している．アウトプット項

目の多様性については，時系列の帰着便益や雇用への影響，地域間・世代間における受益

と費用負担の公平性といった多様なアウトプットの提示が要請されている．情報公開に対

応した信頼性については，従来以上に評価手法の諸仮定やテクニカルな面での信頼性が不

可欠となっているおり，これを満たすためには，例えば，観測可能な経済変数（総生産，

所得等）の良好な現況再現性が必要とされる．一方，効果計測の簡便性については，基本

的にすべての交通施設整備に対してプロジェクト評価が求められる現状において，あらゆ

る実務担当者が迅速かつ容易に効果計測可能であることが要請されている．しかし，多様

性および信頼性と簡便性とは基本的にはトレード・オフの関係にあるため，多様性および

信頼性を満たす厳密な手法と簡便性を満たす簡易的手法の両面から手法開発が必要となる． 

 本論文の第２章では，もっとも一般的な交通施設整備の効果計測手法である伝統的MD分

析の概要および課題を整理した上で，大規模な交通施設整備プロジェクトの評価を対象と

した帰着ベースの効果計測手法である応用一般均衡モデルおよびマクロ計量経済モデルを

取り上げ，理論的，実証的な特徴比較，国民経済レベルでのシミュレーション比較を行う

ことにより，それぞれの特徴，課題等を詳細に検討している．本論文では，これらの既存

手法の課題および最近の実務的要請に対処するため，第３章から第５章において，３つの

新たな実用的な間接効果（帰着便益）の計測手法を提案している． 

 第３章では，伝統的MD分析が発生ベースの便益のみしか計測できないこと，すべてのプ

ロジェクト評価に対して応用一般均衡モデルを構築することが困難である実情を踏まえ，

発生ベースの便益が計測されたすべての交通施設整備プロジェクトに適用可能な帰着便益

の簡易計測手法を開発すること，すなわち帰着ベースの効果計測の簡便性向上を意図した．

具体的には，伝統的MD分析によって計測された発生ベースの便益およびマクロ生産関数の

パラメータを用いて経済主体別の帰着便益を導出し，これを既存の統計データを用いて地

域別に分解することにより，地域別の便益帰着構成表を簡易的に作成する手法を提案して

いる．なお，本手法あるいは応用一般均衡モデルによって計測される交通施設整備の効果

は，通常，名目価格体系で表されるため，交通施設整備によって家計の所得が減少するな

ど一般的な感覚と合致しない場合があり，実務的には問題となる．そこで，各便益項目に

ついて，名目価格体系をある時点の財の価格を基準とする実質価格体系に変換する方法を

提案し，一般的な感覚と合致する実質価格ベースの便益帰着構成表の作成方法を示した．

 



本章の手法は，交通利用者便益が計測されているすべての交通プロジェクトに適用可能で

あるため，アウトプットされる地域別の帰着便益を用いて，各地域の費用負担割合の検討

や費用負担制度の見直しの検討等に活用することができる． 

 第４章では，一般的な地域マクロ計量経済モデルの概要を整理した後，マクロ計量経済

モデルは交通施設整備による経済指標（総生産，所得，雇用等）への影響を計測できるが，

交通利用者便益と整合的でなく，帰着便益を計測できないという課題の克服を試みた．具

体的には，まず，交通利用者便益が近似的に交通需要とマクロ計量経済モデルの変数であ

る交通近接性で表現できることを示した上で，交通需要関数をモデルに組み入れることに

より，交通利用者便益との整合を考慮したマクロ計量経済モデルを構築している．次に，

マクロ計量経済モデルによるアウトプットである民間消費支出および民間住宅投資を用い

た効用関数を定義することにより，マクロ計量経済モデルのシミュレーション結果を用い

て，長期時系列における帰着便益が導出可能であることを示し，便益帰着構成表の作成方

法を示している．本章の手法，すなわち現況再現性が非常に良好なマクロ計量経済モデル

によって計測される長期時系列の各年次の交通利用者便益や帰着便益は，これらを世代別

に集計することにより，世代間公平性の検証，借入金の割合や償還計画の再検討等に活用

可能である． 

 第５章では，一般的な応用一般均衡モデルおよび動学的応用一般均衡モデルの考え方，

不均衡理論の研究動向について概観した後，応用一般均衡モデルが雇用への影響を計測で

きない，従来の新古典派的な動学的応用一般均衡モデルで推計されるマクロ経済変数の現

況再現性が悪い，といった課題に対処することを試みた．具体的には，応用一般均衡モデ

ルとマクロ経済関数（雇用関数，民間設備投資関数および民間資本ストック関数）を組み

合わせ，時系列的な就業者数の変化および独立的な民間設備投資による民間資本の蓄積，

すなわち，労働と資本の不均衡的蓄積を考慮することにより，交通施設整備による雇用へ

の影響を計測でき，従来のモデルと比較して現況再現性に優れた信頼性の高い動学的応用

一般均衡モデルを提案している．また，首都圏１都３県の交通施設整備プロジェクトを対

象とし，従来の新古典派的な動学的応用一般均衡モデルとの比較を行った実証分析の結果

から，通常の応用一般均衡モデルや新古典派的な動学的応用一般均衡モデルを用いたプロ

ジェクト評価は過小評価になる可能性があることが示された．応用一般均衡モデルは，一

般的に地域区分等を比較的細かく設定できることから，本章の手法を空間的なモデルに拡

張することにより，地域間世代間の公平性の検証，費用負担制度および費用負担計画の検

討に活用することができる．  

 最後に，第６章において，研究の成果をとりまとめた後，今後のプロジェクト評価のあ

り方として，なるべく多くの評価項目を対象とした評価手法の定型化と定型化手法による

迅速かつ簡易な評価，極力現実の経済システムや個別プロジェクトの特徴を踏まえた非定

型化手法による厳密かつ多様な評価という２つの方向性を示し，それぞれの具体的な課題

を提示して，本論文の結びとしている． 

 以上の成果により，本論文は，交通プロジェクト評価における最近の実務的要請を踏ま

えながら具体的な課題の解決方法を理論的基盤の上に構築し，実用的な手法を提示してお

り，多くの有用な知見を提供している． 

 よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる． 

 


